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経済成長率の推移と域内格差

 

 

 

国内貯蓄率（対GDP%）推移

 

 

 

Botswana Angola

Congo DR
Nigeria 

S Africa

SSA

Congo DR 

Kenya 
SSA

Cote d’Ivoire
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2008-9経済危機の影響

• 大半の国で、成長率が大
幅に落ち込む

• GDPに占める輸出比率の

高さ

• モノカルチャー経済（資源
輸出に依存）

• 1980-90年代の自由化・

民営化政策（構造調
整）？

• 但し、その後は回復基調

SSA 63.3
Angola 98.5
Cote d'Ivoire 75.5
Nigeria 63.0
Senegal 68.0
South Africa 55.4
Congo, Dem. Rep. 31.3

 

 

 

株式市場の回復（J-Burg株式市場）
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資源開発から産業開発への阻害要因

• エネルギー・鉱物資源に依存する経済開発モ
デルにはDutch Diseaseの落とし穴

• 人材（教育）の不足

• 制度（統治機構・ガバナンス）の脆弱性

• 援助（公的資金）への依存

• インフラ未整備→高い流通コスト

• 一国で自立した経済システム（金融・流通を
含む）を確立することの困難さ（→域内協定）
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域
内
協
定
の
状
況

 

 

 

SADC（南部アフリカ開発共同体）

• 1980年4月1日にSADCの前身である南部アフリカ
開発調整会議（SADCC）が発足。アパルトヘイト
廃止後、1992年に現加盟国・改称。

• 2008年8月には自由貿易地域（FTA）を発足させ
るも、2010年までに締結を目指していた関税同
盟は締結されておらず、2018年までの共通通貨
の導入も道筋が立たない。

• SACU (南部アフリカ関税同盟：南ア、ナミビア、ボ
ツワナ、レソト、スワジランド）間の調整問題？

• しかし、（民間主導の）成長のポテンシャルが高
い国が多い。→日本企業の誘致？
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対外債務動向
SSA全体

 

 

 

2. 社会開発動向

• 他地域との比較

• 所得水準の域内格差（資源保有国、非保有
国）

• 国内格差（ジニ係数）

• 所得の階層化（ピラミッド構造）、中間層の欠
如
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人間開発指数、社会開発指標
南アジア地域と並んで低開発

HDI 平均寿命 識字率 就学率 GDP/人

（％） （％） （PPP)
アラブ諸国 0.719 68.5 71.2 66.2 8,202
東欧・旧ソ連 0.821 69.7 97.6 79.5 12,185
東アジア・太平洋 0.77 72.2 92.7 69.3 5,733
中南米 0.821 73.4 91.2 83.4 10,077
南アジア 0.612 64.1 64.2 58 2,905
SSA 0.514 51.5 62.9 53.5 2,031

OECD 0.932 79 .. 89.1 32,647
EU諸国 0.937 79 .. 91 29,956

HDI = Human Development Index（人間開発指数）

 

 

 

所得水準の域内格差

コンゴ民（97ドル；2009年）、ボツワナ（4082ドル）、ナミビア（2673ドル）
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国内格差（ジニ係数）

南部アフリカ（白人・黒人社会
経済の二重構造）

南部アフリカ（白人・黒人社会
経済の二重構造）

 

 

 

アフリカの所得構造

• 所得水準における域内格差の問題（南部アフ
リカとそれ以外）

• 国内格差の問題（逆U字型仮説）

• 南部アフリカにおける、二重構造（白人経済と
黒人経済）

• ピラミッド型構造、少数の金持ちと、多数の貧
困・極貧層（中間層の欠如）
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（6）貧困状況 

  極めて低い所得で生活している貧困層･極貧層の割合を見ると、リベリアなど、１日当

たり1.25ドル以下で暮らす極貧層の人口の割合が過半数を超える国はアフリカ諸国のほ

ぼ半数を占めている。注意すべきは、貧困層の割合の高低と１人当たりのＧＤＰの高低

は必ずしも一致せず、所得分配の問題は分けて考える必要があるということである。 

 

貧困状況
• 一日あたり1.25ドル以下で

暮らす極貧層の人口割合
（ヘッド・カウント）が、過半
数を超える国はアフリカ諸
国のほぼ半数。

• 平均所得（一人当たりGDP）

の高低とは必ずしも一致し
ない（→所得分配の問題）

1.25$/日 2$/日
Liberia 83.65 94.84
Burundi 81.32 93.45
Rwanda 76.79 89.6
Malawi 73.86 90.45
Tanzania 67.87 87.87
Madagascar 67.83 89.61
Nigeria 64.41 83.91
Zambia 64.29 81.52
Central African Republic 62.83 80.09
Chad 61.94 83.28
Mozambique 59.99 81.58
Congo, Dem. Rep. 59.22 79.55
Burkina Faso 56.54 81.21
Angola 54.31 70.21
Congo, Rep. 54.1 74.4
Sierra Leone 53.37 76.08

 

Benin 47.33 75.32
Comoros 46.11 64.98
Guinea 43.34 69.59
Niger 43.09 75.92
Ethiopia 39.04 77.57
Togo 38.68 69.31
Gambia, The 34.34 56.7
Senegal 33.5 60.36
Uganda 28.67 55.32
Cote d'Ivoire 23.75 46.34
Mauritania 21.16 44.13
Cape Verde 21.02 40.85
Kenya 19.72 39.92
Djibouti 18.84 41.2
South Africa 17.35 35.74
Cameroon 9.56 30.36
Gabon 4.84 19.59

• 極貧層の人口割合が
過半数を超えない国は
政治的にも比較的安定
している。（例外：コート
ジボアール）

• 資源依存型のアフリカ
経済の構造的問題（資
源を独占・私物化した
者＝権力者）

• 統治機構・ガバナンス
の問題
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（7）インフラ整備状況 

水、衛生、道路について、サブサハラ･アフリカ（ＳＳＡ）における整備がどのような

状況か見てみると、一律には言えないが、東アジア、南アジアと比べると、全体として

整備は遅れている。特に道路については舗装率が低く、道路そのものがない地域もあり、

こうしたことが輸送コスト高に関係していると言えよう。 

 

インフラ整備状況

安全な水 ％ 衛生なトイレ ％ 舗装道路 ％

東アジア 87.88 59.00 11.44

南アジア 86.66 35.70 47.46

SSA 59.74 31.30 12.05

• インフラ整備は全体として遅れ、輸送コスト高
→価格に反映。

• コスト高の生産構造→国際競争力の低下
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（2）脆弱性の問題 

アフリカでは、今はコートジボワール、しばらく前にはスーダン、シエラレオネ、リ

ベリアなど、様々な国で頻繁に紛争が起こっている。こうした状況をアフリカというコ

ンテクストにおいて考えてみると、我々が表面的に見るもの、すなわち映像で見るもの

はデモや紛争、ストライキや暴動だが、本質的には脆弱性が高いか低いかということで

ある。脆弱性が高くなると潜在的な紛争リスクが高まり、さらには顕在化してくる。そ

れに対しては、ＯＤＡやＰＫＯ、マクロ制度や教育、インフラの整備が抑制要因となる。

しかし、他方で地域性や民族対立、あるいは資源を巡る争いなどが紛争助長要因として

存在しており、これらの要因が相互に作用して紛争が顕在化することになる。 

 

紛争助長要因紛争助長要因

紛争抑制要因紛争抑制要因

低 紛争のリスク（脆弱性） 高

紛争紛争

暴動暴動

デモデモ

ODAODA PKOPKO 制度 インフラ教育

地域性 民族 資源

ストラ
イキ

ストラ
イキ
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４．援助動向 

4. 援助動向

• 高い援助依存率

• 対SSA援助推移と日本のプレゼンスの落ち込

み

• 民間資金（FDIと海外送金）

• 援助を巡る新たな課題（中国の台頭）

 

 

（1）高い援助依存率 

援助に対する依存の状況を見ると、国によって違いはあるが、ブルキナ、シエラレオ

ネ、トーゴといった諸国は国家の歳入に匹敵するＯＤＡを受け取っており、依存度が大

変高くなっている。 

高い援助依存率
2009年データ

ODA受領額/人（＄） ODA受領額/GDP（％） ODA受領額/歳入（％）

Cape Verde 387.5Liberia 78.3Burkina Faso 102.5

Suriname 302.2Burundi 41.2Sierra Leone 101.9

Seychelles 263.7Congo, DR 23.9Togo 100.6

Djibouti 187.7Sierra Leone 23.0Uganda 86.9

Namibia 150.2Mozambique 20.8Benin 68.2

Botswana 143.4Gambia 18.5Cote d'Ivoire 57.6

Liberia 127.7Rwanda 18.0Cape Verde 44.9

Mauritius 122.0Guinea-Bissau 17.6Kenya 27.9

Cote d'Ivoire 112.3Togo 17.5Seychelles 9.3

Zambia 98.1Malawi 16.6Mauritius 8.4
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（2）対ＳＳＡ援助額の推移 

  サブサハラ･アフリカ（ＳＳＡ）に対する援助額の推移を見ると、1980～1990年代は、

日本が他のヨーロッパ諸国に比べても積極的にアフリカに援助していた時代である。日

本の援助額はその後減っていくこととなるが、これに対し、2000年以降は米国のプレゼ

ンスがかなり高まっている。また、日本の援助が減少するなか、ＥＵや欧州諸国が援助

を比較的伸ばしてきているという状況になっている。 

 

対SSA援助額推移
2000年以降の日本の対SSA援助の伸び悩み

 

 

 

（3）増加する外国送金―ＦＤＩとの比較（対ＧＤＰ％） 

  海外からの直接投資及び海外からの送金の推移を見ると、海外直接投資の対ＧＤＰ

比も90年代以降かなり上昇し、海外からの送金も大きくなってきており、未だＯＤＡ

に匹敵するほどではないが、増加してきている状況にあると言えよう。（資料：次頁

上段・下段） 

US

EU

France

UK

Germany
Japan

Canada
Netherlands

Korea
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増加する外国送金
FDIとの比較（対GDP％）

 

 

FDIは堅調に伸びている（2008-09
危機の影響は少ない）

海外送金は伸びている（東アジ
ア・南アジアとの比較）

 

 

（4）アフリカ援助を巡る新たな視点―中国の対アフリカ援助― 

  中国が今年（2011年）4月21日に「中国の対外援助白書」を初めて公開した。これによ

ると、中国はこれまでに全世界に対して累計で2,562億元（約3兆2,300億円）の援助を行

ったと公表しており、内訳では、対アフリカが45.7％と 大であり、次いで対アジアと

FDI

Remittance

FDI 

FDI (S Asia)

FDI (E Asia) 

Remittance (S Asia) 

Remittance 

Remittance (E Asia) 
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なっている。アフリカは中国から も重視されており、特に過去5年ほどの伸び率は30％

に迫る勢いとなっている。内容は無償のもの、融資など様々だが、６割がインフラ、残

りは石油などの資源開発となっており、資源外交の一部として捉えられているとも見ら

れる。ただ、中国はＯＥＣＤ非加盟国であり、ＯＥＣＤ諸国における援助協調の枠組み

から外れており、時として人権問題や援助の効率、透明性などにおいて様々な影響、波

紋をもたらす原因になっている。（資料：上段・下段） 

アフリカ援助を巡る新たな視点
中国の対アフリカ援助

• 中国政府「中国の対外援助白書」を初公表
（2011.4.21）

• 累計の援助額累計は２５６２億元（約３兆２３００億円）
で、地域別ではアフリカ向けが４５．７％で最大、アジ
ア向け３２．８％

• 2004～09年の年平均伸び率は２９．４％
• 内訳は、無償が１０６２億元、無利子融資が７６５億元、

低利融資が７３５億元。低利融資の６割はインフラ整
備、９％は石油など資源開発（援助を資源獲得に活
用）

• OECD/DAC非加盟の中国による援助増加は援助協
調にとって複雑な影響をもたらす

 

中国の対外援助額推移（1950～2005） 全世界向け

アフリカにおける中国の援助→（従来は）大統領府・サッカー場建設な
どモニュメント的なものが目立ったが、最近では、中国企業の誘致に
結び付いたインフラ（道路・上下水道など）が増えてきている
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中東･アフリカ､中央アジア･コーカサス､中･東欧諸国経済における新たな動きと諸問題 

 

三菱商事 業務部 欧阿中東ＣＩＳ室長 

山 本 正 彦 氏 

 

１．ポイント 

今回対象とする地域を一つの共通した切り口で整理すれば、「エネルギー価格」、な

かでも「原油価格」ということになる。中東は言うに及ばず、今やアフリカも資源･エネ

ルギーという面で世界中から注目を集めている。中央アジアやコーカサスの国々も今や

メインの産業はエネルギー産業となっている。中央アジアや中東欧は歴史的経緯から言

えばロシアとの結びつきが大変深いが、ロシア経済もエネルギー価格に大きく左右され

る構造が続いている。そうしたロシアの影響を受けることで、中央アジアや中東欧も非

常に大きくエネルギー価格の影響を受ける状況にあると見ている。 

Proprietary & confidential 2

ポイント

・アフリカ資源国の経済成長率は油価との相関関係が高く、高い油価を背景に引き
続き高い経済成長が見込まれる。中央アジア経済も同様。

・中東産油国は、本年１月チュニジアに端を発した民主化・政治改革の波に影響を
受けながらも、現時点では一部の国を除き、原油・天然ガスの輸出に支障はなく、
高い油価を背景に、各国共引き続き高い経済成長が見込まれる。

・中東欧・中央アジア諸国は、歴史的にロシアへの経済依存度が高い。ロシアでは
近年国内消費市場が形成されてきているが、基本的に油価リンクの経済構造。
従い、中東欧・中央アジア諸国も油価へのセンシティビティーが高い。

油価上昇
産油・ガス国
の経済上昇

ロシアとの関係が
深い国の経済上昇

中東諸国
ロシア
中央アジア諸国
アフリカ諸国

中央アジア諸国
中東欧諸国

 

 

中東産油国については、今年（2011年）１月にチュニジアで民主化･政治改革の動きが出た

が、現時点では一部を除いて原油や天然ガスの輸出という面では支障は出ていないと理解して

いる。むしろ高い原油価格を背景に各国とも引き続き高い成長が見込まれるだろう。 

アフリカや中央アジアも同様で、原油価格との相関が強いので、今後もかなり高い成

長を示すと見ている。 

中東欧諸国については、2004年にＥＵに加盟したこともあり、ドイツをはじめとする
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西側の欧州との結びつきが大きくなっており、整理の仕方としては欧州の景気動向から

見るということもあるが、隣国の巨大市場ロシアの影響も無視できない。 

 

２．中東 

（1）概観 

中東は、世界金融危機と原油価格が一時期大きく落ち込んだことで、湾岸諸国を中心

に経済的に相当影響を受けた時期があったが、金融ショックをまともに受けた欧米諸国

に比べると、影響は比較的軽微であった。しかも、その後、原油価格がまた伸びている。

価格の先行きについては何とも言えないが、高い水準が続く限り中東経済は再び順調な

成長トレンドに乗っていくと見ている。 

Proprietary & confidential 3
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中 東

・世界金融危機と原油価格の急落
により、湾岸諸国を中心に経済的
に影響を受けたが、欧米諸国に比
べて影響は軽微。その後も原油価
格の回復、人口増加に対応する電
力・水・都市開発等の大規模インフ
ラプロジェクトの継続等を背景に、
着実な経済成長を続けている。

•油価が80-90ドル（直近ではエジプト
情勢を受けて北海原油ブレンドは100ドルを突破）で推移していることを背景に、中東北
アフリカの実質経済成長率は2009年の2.0％から2010年、11年夫々、4.1%、5.1%の
成長予測（IMF）。尚、湾岸諸国の財政均衡油価は60～70ドル/バレルが前提と言われ
ている。

・ポストオイル時代を睨み、湾岸諸国は脱石油依存経済へ方向転換を図っている。多く
の中東諸国は若年層を中心とする人口急速に伴う高失業率を抱えており、 人材育成や、
雇用創出の為の産業多角化への日本の貢献を期待している。

•産油国・非産油国問わず、水・電力インフラの拡大が喫緊の課題。中東市場における中
国・韓国企業の台頭が著しく、中国・韓国企業との協業も模索の要有り。また、日系企業
には日本の良さ（技術、ソフト面等々）を前面に出した取組みが求められる。

 

 

また、中東の大きな特徴は若年人口の著しい増加であるが、こうした人口増加に対応

して電力や水、都市開発などの分野に大規模なインフラ･プロジェクトが計画、実施され

ており、こうしたプロジェクト開発も背景に更に着実な経済成長につながっていくと見

られる。 

中東や北アフリカの実質経済成長率を見てみると、2009年こそ２％とやや落ち込んだが、

2010年は４％強、2011年には５％強と回復傾向にある。現在のような原油価格水準が続け

ば成長率は更に上振れする可能性があるのではないか。 

近の中東市場の特徴としては、ポストオイル時代、石油の次の時代を視野に入れ、石油

依存型の経済から脱却しようと、方向転換を図る動きが目立ってきている。若年層の人口が
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要素にもなりうる。また、比較的賃金が高く、多くの雇用を生ずる製造業が伸びにくい

面もある。 

アフリカ投資の中心は、やはり、原油、ガス、金属資源などの鉱業部門である。投資

している企業の顔ぶれを見ると、シェルやＢＰといった有名な欧米メジャー、 近はこ

こにヴァーレやペトロブラス等々、いわゆる新興国の会社の名前も出てくる。まさしく

資源獲得競争の様相を呈している。 近のエネルギー開発状況を見ると、西アフリカで

はガーナにおいて2010年に原油生産を開始したほか、リベリアやシエラレオネでも沖合

で原油開発が進められている。東アフリカでも、タンザニア、モザンビークの沖合で天

然ガスの開発が進められており、今後益々エネルギー開発が進んでいくとの期待が高ま

っている。 近は、中国がアフリカ 大の銀行に出資したり、アメリカのウォルマート

が南ア共和国の小売業に出資したりするなど、エネルギー、資源以外の部門への投資も

出てきている。 
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Angola

Congo

Mozambique

Nigeria

South Africa

Zambia

ア フ リ カ

【経済成長】
・2000年以降のアフリカ経済成長は、中国、米国
向け原油輸出の伸び、及び原油価格の上昇が
主な理由。

・2009年は金融危機の影響を受け、南アや一部
の資源国（ニジェール等）でマイナス成長があっ
たが、サブサハラ全体ではプラス成長を維持。
先進諸国のような金融システムの不在、2002～
2008年の世界平均を上回る継続的成長（5%以
上）、国内需要の継続的な伸び等が理由と見ら
れる。

・IMFは、サブサハラの実質GDP成長率は2010年に4.9％、2011年には5.5%になると
予測。但し、石油等の輸出先である先進国経済の成長、ナイジェリア等17カ国で予定
されている国政選挙後の政情安定等が前提になると指摘。

・2010年にアフリカ大陸53カ国の人口合計が10億人を突破、国連は2050年までに倍増
すると予測。アフリカの人口構成の中位置は19歳であり、日本の44歳、アジアの28歳
と比較し若さが際立つ。

 

 

（2）個別国･地域の状況 

① アンゴラ 

人口約1,800万人、旧ポルトガル領であり、2004年から経済危機の直前まで年率２桁

の高度経済成長を続けた。サブサハラでは南ア共和国、ナイジェリアに次ぐ第３位の

経済規模だが、ＧＤＰ規模を絶対値で見ると南ア共和国の４分の１程度であり、経済

成長とインフラとの成熟度が釣り合っていない印象がある。 
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最近の中東・北アフリカ情勢

【チュニジア】
2010年12月17日 チュニジア中南部の地方都市シディ・ブジッドにおいて若者の焼身自殺事件。

→ 若者を中心とした市民デモが各地域で発生。
2011年1月12日 首都チュニス郊外においても死傷者を伴う暴動が発生。

1月14日 チュニジア全土に非常事態宣言。
→ベン・アリ前大統領の国外脱出等を経て、現在ファード・ムバッザ代議員議長が大統

領職に就いており、今後の選挙で新政府が発足する予定。

【エジプト】
2011年1月25日以降 カイロ中心部のタハリール広場のほか、スエズ、アレキサンドリアなど国内各

地で大規模デモが継続して行われ、デモ隊と治安部隊との衝突に発展。
2月11日 ムバラク大統領の辞任が発表され、権限の委譲を受けた国軍最高会議が暫

定的に国家運営を行い、議会選挙、大統領選挙を経て民政移管の方向性。
→人民議会選挙は9月、大統領選は11月の予定 ？

【リビア】
2011年2月15日 ベンガジでデモ発生。その後、地方都市にも波及。

2月20日 首都トリポリでもデモが発生。武力弾圧による死傷者。
→2月26日に国連安保理は政権の資産凍結等を制裁決議、3月17日には飛行禁止空

域設定措置を採択。19日午後より米英仏など多国籍軍が軍事介入。NATOが指揮権
をもつ多国籍軍の援護による反体制派と体制派間の攻防が続いている。

◆ その他、シリア、イエメン、バーレーン、イラン等でも大規模なデモが発生。

 

 

４．中央アジア・コーカサス 

（1）概 観 

ソ連時代の分業体制の下で各国は基本的にモノカルチャー経済を割り当てられ、当時

の格差が今も尾を引いている部分がある。リーマン･ショックの影響も国によって差があ

り、金融セクターが積極的に資金調達を行っていたカザフスタンなどの国は大きな影響

を受けている。反面、ウズベキスタンなどでは打撃は間接的であったと言われている。

ショック後の回復は総じて早く、2010年には主要国平均で７％程度の成長が見込まれて

いる。 
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Azerbaijan

Kazakhstan

Turkmenistan

Uzbekistan

中央アジア・コーカサス

・中央アジア･コーカサス地域では持つ
国と持たざる国の間の経済格差は大。
エネルギー・金属資源に依存するモノ
カルチャー経済であり、経済動向は中
東のそれと近似した動きを見せる。

•金融セクターで積極的にユーロ市場で
の資金調達、不動産融資も行っていた
カザフスタンは金融セクターの不良債
権率が34%と日本の10倍の厳しい状
況である。
ウズベキスタンは外国市場での資金調達は極めて少なく、間接的打撃に留まっている。
総じてショック後の回復は欧米と比して早く、2010年度平均7％程度の成長を見込む。

•資源高騰に乗じて総じて堅調な経済成長を見せるものの、金融セクターの脆弱さは否
めず、外貨送金制限や、膨大な外国債務に苛まれている国も多く、課題は多い。

 

中央アジアには豊富な資源があり、これを輸出して外貨獲得を目指したいところだが、

北にロシア、南にイラン、アフガン、パキスタン、東に中国といったように周りを陸で

囲まれている。「Land locked 国」のため港がなく、物流整備が必要だが一朝一夕には

解決しない。 

日本の自動車メーカーが中央アジアに輸出をする場合にフィンランドで荷揚げし、そ

こから陸路で運搬するというような例があり、更なる発展に向けて物流の改善は不可欠

であろう。 

金融セクターの整備が不十分で外貨送金などに制限があり、外資系企業にとっては進

出しにくい部分もある。 

他方で、ビジネスチャンスという観点から言えば、旧ソビエト時代に造られた発電所

や工場の補修や建替えなどの面で、効率性に優れた日本企業にチャンスが出てくる面が

あると思う。 

 

（2）個別国･地域の状況（アゼルバイジャン） 

 アゼルバイジャンは原油の輸出が盛んであり、国際マーケットとのつながりが深かっ

たことから、どちらかと言えばリーマン・ショックの影響を強く受けた国である。リー

マン・ショック前の経済成長率は、2007年に25％、2008年に10％と世界のトップレベル

だった。金融危機以降、以前のような驚異的な成長率はなくなっているが、足もとの油

価の高騰で国営ファンドが潤ってきており、これを様々なセクターに流用する形で経済

発展を図っている。弊社の駐在員によれば、リーマン･ショック前のような建設ラッシュ
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はなくなっているが、首都バクー近郊では次々にビルが建設されているとのことである。

また、外資が入り出張者用のホテルが建設されるようになっている。少し前まで外資系

ホテルは１軒だったが、今やカスピ海沿いに名前の通った外資系ホテルが次々に建設さ

れ、出張者が激増している状況が窺える。街中で見かける自動車についても、かつては

ソ連時代の車が多かったが、 近は外国の大型車、高級車が増えているとのことである。 

 

５．中東欧 

（1）概観 

中東欧は、言語、文化、経済構造、また、長年影響を及ぼしていた国（昔の帝国）も

オスマン帝国あり、ハプスブルク帝国ありと様々である。2004年に同時にＥＵ加盟を果

たしたポーランド、チェコ、ハンガリーに注目してみると、成長の原動力は、自動車関

連産業であり、部品等の生産拠点として外資系企業が進出してきたことが背景にある。

近は、単に組み立てるだけではなくＲ＆Ｄ機能も強化される方向にある。ものづくり、

が重視されているという点で、中東欧は日本の企業に向いている面があり、さらにプレ

ゼンスを高められるのではないかと考えている。 
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Czech Republic

Hungary

Poland

Slovak Republic

中 東 欧

・中東欧諸国と一概に括られがちであるが、
言語・文化・経済構造・長年影響を及ぼし
ていた国(帝国)も各国で異なり、個別に捉
えていく方が諸国の状況を理解するには
早い。

・2004年にEU加盟を果たしたポーランド/
チェコ/ハンガリーに共通して言えることは、
（時期に拠るが）自動車部品等の生産拠点
としての位置付けからR＆D等のソフト面の
発展に注力し、単なる組み立てではなくＲ＆Ｄ機能を併せ持つ製造業を指向する方向
に向かう。

・R＆Dについては、旧共産圏の国々がR＆D研究開発の土台を固め競争力のあるものに
するには時間を要すると思われる。また、どの国もドイツの景気に影響を受けており、ド
イツ経済の状況に少なからず左右されている。

・日本企業がプレゼンスを取れる国は中東欧にこそあり？

 

大市場である西欧に近いということも重要であり、欧州をカバーする拠点としての機

能も重要である。ただ、リーマン・ショック後は金融引き締めが続いており、景気回復

はいま一つ力強さを欠く。 

 

（2）個別国･地域の状況 












